
 

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例（令和５年３月３０日京都市条例第

号）（都市計画局建築指導部建築指導課） 

１ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）の施行により、建築基準法の

一部が改正されることに伴い、次の措置を講じるとともに、規定を整備することと

しました。 

⑴ 同法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容積率に関する特例の認定の

申請に対する審査に係る手数料を定めることとしました。 

⑵ 再生可能エネルギー源の利用に資する設備の設置のため必要な屋根に関する工事

等を行う構造上やむを得ない建築物の高さに関する特例の許可の申請に対する審査

に係る手数料を定めることとしました。 

２ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部改正により、建築物の住宅

部分に係るエネルギー消費性能の評価方法として、比較的簡易な方法が新たに定め

られたことに伴い、都市の低炭素化の促進に関する法律の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の事務において、これらの計画に係る建

築物の住宅部分を当該方法により評価する場合の手数料を定めることとしました。 

３ その他規定を整備することとしました。 

   上記１の改正規定は令和５年４月１日から、上記２の改正規定は公布の日から、上

記３の改正規定は公布の日又は令和５年４月１日から施行することとしました。 
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 京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

  令和５年３月３０日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例 

 京都市都市計画関係手数料条例の一部を次のように改正する。 

別表第１⑺の項中 

「    

を 

 法第５１条ただし書（法第８７条第２項若し

くは第３項又は第８８条第２項前段において

準用する場合を含む。）の規定に基づく特殊建

築物等の敷地の位置の許可の申請に対する審

査 

１６０，０００  

 

   」 

「     

 法第５１条ただし書（法第８７条第２項若し

くは第３項又は第８８条第２項前段において

準用する場合を含む。）の規定に基づく特殊建

築物等の敷地の位置の許可の申請に対する審

査 

１６０，０００  

 
に、 

 法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築

物の容積率に関する特例の認定の申請に対す

る審査 

２７，０００  

 

   」  

「     

 法第５５条第２項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の認定の申請に対する審査 
２７，０００  

 
を 

   」  

「     

 法第５５条第２項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の認定の申請に対する審査 
２７，０００  

 
に、「法第５ 

 法第５５条第３項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の許可の申請に対する審査 
１６０，０００  

 

   」  

５条第３項各号の規定に基づく建築物の高さの」を「法第５５条第４項各号の規定に基づ
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く建築物の高さに関する制限の適用除外に係る」に、 

「     

 法第５７条第１項の規定に基づく建築物の高

さに関する制限の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

２７，０００  

 

を 

   」  

「     

 法第５７条第１項の規定に基づく建築物の高

さに関する制限の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

２７，０００  

 に、「法第５ 

 法第５８条第２項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の許可の申請に対する審査 
１６０，０００  

 

   」  

９条第４項の規定に基づく建築物の各部分の高さの」を「法第５９条第４項の規定に基づ

く建築物の各部分の高さに関する制限の適用除外に係る」に、「法第６８条の３第４項の

規定に基づく建築物の各部分の高さの」を「法第６８条の３第４項の規定に基づく建築物

の各部分の高さに関する制限の適用除外に係る」に、「法第６８条の５の３第２項の規定

に基づく建築物の各部分の高さの」を「法第６８条の５の３第２項の規定に基づく建築物

の各部分の高さに関する制限の適用除外に係る」に、「既存の建築物を除く」を「法第８

６条第１項に規定する建築等をするものに限る」に、「一敷地内認定建築物以外の建築物

の建築」を「一敷地内認定建築物以外の建築物の新築又は一敷地内認定建築物の増築等」

に、「一敷地内認定建築物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に、「一敷地

内許可建築物以外の建築物の建築」を「一敷地内許可建築物以外の建築物の新築又は一敷

地内許可建築物の増築等」に、「一敷地内許可建築物を除く」を「新築又は増築等に係る

建築物に限る」に改める。                             

              「    「        

   

 

     円 

１７，０００  

   

      １８，０００    

      ３２，０００    

      ５６，０００    

 別表第９備考以外の部分中 
   

を
 １０２，０００   

に改め、 
    １５４，０００   

      ２７３，０００       

      ４６５，０００       

      ８２０，０００       

         



         
  円 

８６，０００  

   
８６，０００  

     

   」    」     

同表備考２中「計算」を「評価」に改める。                   

           「    「          

        １７，０００          

      １８，０００    

      ３２，０００    

      ５６，０００    

 別表第１０⑵の項中    を  １０２，０００   に改め、同表 

      １５４，０００    

      ２７３，０００    

      ４６５，０００    

      ８２０，０００    

   」   」  

備考２⑵イ中「基準省令第１０条第１号イ⑵」を「住宅部分にあっては基準省令第１０条

第２号イ⑵及び同号ロ⑵、非住宅部分にあっては同条第１号イ⑵」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中別表第１の改正規定は令和５年４月１日から、その他の規定は公布の日か

ら施行する。 

（適用区分） 

２ この条例の施行の日前の申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

（都市計画局建築指導部建築指導課） 


